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研究要旨 

 日本の管理栄養士養成では、教育内容ごとの教育目標に効果的に到達する上で、理科の科目

（特に化学・生物）の入学前・入学後教育が重要視され、多くの養成施設でそうした教育が行われ

ている。しかし、諸外国の栄養士養成教育における理科の科目の位置付けに関する実態は不明

である。そこで、今後の日本の管理栄養士養成を見据えて、諸外国の栄養士養成大学に入学す

るために求められる理科の科目（化学・生物）の基礎学力と、それら理科の科目の基礎学力を必

要とする養成カリキュラムの科目について事例を調査し、日本の管理栄養士養成施設における入

学前・入学後教育の在り方について考察した。 

2024 年時点で国際栄養士連盟（ICDA）に加盟している国から、日本語または英語による情報

収集が可能な日本、フィリピン、アメリカ、アルゼンチン、イギリス、オーストラリアを選出した。これ

らの国を対象に、栄養士資格の認可機関および栄養士養成の実績を持つ代表的な大学の Web

ページに公開されている情報から、栄養士養成に関わる基本情報ならびに学士課程の提供カリ

キュラム情報を抽出・整理した。 

いずれの調査対象国も、然るべき機関が定める養成のカリキュラムを満たし、当該機関に認可

された養成大学において、養成のカリキュラムに準じた高度かつ専門的な養成教育がなされてい

た。フィリピンとアルゼンチン以外の調査対象国では、養成大学に入学する際に共通学力試験、

または任意の共通学力試験成績の提出、あるいは大学入学資格の取得が課されており、理科の

科目（化学・生物）の基礎学力が保証されていた。アルゼンチンを除いて、今回調査した諸外国の

栄養士養成カリキュラムでは、基礎科目として栄養学を理解するための教養教育レベルの化学・

生物の科目が提供されており、専門科目の理解度を高めるための積み上げ式学習スキームが構

築されていた。専門科目に関しては、日本と諸外国の教育内容に大きな違いは見られなかった。

しかし、対人能力の涵養に関する科目は諸外国での設置が目立った。各国の栄養士養成カリキ

ュラムで提供されている科目の多くが理科の科目（特に化学・生物）の知識を必要としており、高度

な知識と能力を兼ね備えた栄養士を養成するためには、特に入学後の化学・生物の基礎学力が

重要視されていることが分かった。 
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A. 背景と目的

日本の入学前教育に関して行政文書として

言及されたのは、2010 年の「平成 23 年度大学

入学者選抜実施要項」からとされている 1）。ここ

から、全国の大学と高等学校間での高大接続

事業の一環として入学前教育が全国的に展開

されるようになり、令和７年度大学入学者選抜実

施要項の「11. その他 （3）」において、高大連

携を前提として、「入学後の学修のための準備

をあらかじめ講ずるよう努める。特に 12 月以前

に入学手続をとった者に対しては、積極的に当

該措置を講ずることとする。」と明記されている 2）。

つまり、学力試験が課される一般選抜以外の入

試方法（総合型選抜あるいは学校推薦型選抜）

で入学した者は、大学入学前に高等学校レベ

ルの学力の補填が必要となることが前提となっ

ている。文部科学省の令和 6 年度国公私立大

学・短期大学入学者選抜実施状況の概要によ

ると、国公私立大学への入学者数は約 61.3 万

人で、そのうちの約29.1 万人が一般選抜による

入学者であり、これは入学者の47.5％に相当す

る。また、学校推薦型選抜は入学者の約35.0％、

総合型選抜（旧 AO 入試）が 16.1％を占め、総

合型選抜と学校推薦型選抜を合わせた年内入

試の割合が多くなってきている 3）。2024 年の山

本らの報告では、全国の国公私立大学 500 校

を対象に質問紙調査を実施し、回答のあった

226 校のうち 84.5％の大学で入学前教育が実

施されており、「高等学校レベルの学力の補填」

を目的とした入学前教育の対象は「学力試験を

課さない学校推薦型選抜ならびに総合型選抜」

の入学者を主としている大学が多いことが報告

されている 4）。このように全国の大学に浸透した

入学前教育ではあるが、その取組が日本の管

理栄養士養成大学の養成カリキュラムの接続に

与える影響に関する報告は見当たらない。また、

日本において「高等学校レベルの学力の補填」

を目的とした科目を入学後教育として実施して

いる例もあるが、諸外国の栄養士養成大学に

おいて入学前教育あるいは入学後教育の実施

状況に関する報告も見当たらない。 

日本の管理栄養士養成大学では、管理栄養

士になるための専門的な知識を学修する時間

は確保されており、学生は管理栄養士としての

必要な基礎知識を修得した上で国家試験を受

験する。そのために、管理栄養士学校指定規

則が整備され、「管理栄養士・栄養士養成のた

めの栄養学教育モデル・コア・カリキュラム」も適

宜活用した上の教育内容が提供されている（表

1-1）。管理栄養士養成大学における教育の内

容は、管理栄養士学校指定規則の別表第一に

明記されている。その教育内容は専門基礎分

野と専門分野に分けられている（表 1-2）。しか

し、管理栄養士になるための専門的な知識を修

得するに当たっては理科の科目の基礎学力が

必要となるが、昨今の入試制度の多様化に伴

い、理科の科目（特に化学・生物）の基礎学力を

十分に習得出来ていない学生も散見されるよう

になった。これにより、専門基礎分野ならびに

専門分野の内容理解や知識定着の低下に繋

がることが懸念されている。 

文部科学省の「大学入試のあり方に関する検

討会議」の基礎資料集において、一部の諸外

国の入試制度について説明されている 5）。ドイ

ツ、フランス、イギリス、アメリカ、中国、韓国で

は、日本と同様に共通学力試験を実施しており、

その得点と併せて各大学が定める入学者の決

定方法（内申書、小論文、面接など）による選抜

を実施している。この方法は、日本の総合型選

抜に共通学力試験を課した方法であるといえる。
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また、中国や韓国では、日本の学校推薦型選

抜と類似した推薦入試を実施しており、特定の

分野で優れた成績を持つ学生や、地域貢献を

評価する推薦入試などが実施されている。少な

くとも、ドイツ、フランス、イギリス、アメリカに関し

ては、大学入学時点の基礎学力は共通学力試

験の実施、または任意の共通学力試験成績の

提出、あるいは共通入学資格の取得をもって保

証されている。そのため、諸外国の栄養士養成

大学では、各大学が定める共通学力試験の成

績基準を下回る学生はその大学には入学でき

ない仕組みとなっている。 

そこで本報告では、今後の日本の管理栄養

士養成を見据えて、諸外国の栄養士養成大学

に入学するために求められる理科の科目（化

学・生物）の基礎学力と、それら理科の科目の

基礎学力を必要とする養成カリキュラムの科目

について事例を調査し、日本の管理栄養士養

成施設における入学前・入学後教育の在り方に

ついて考察した。 

 

B. 方法 

B-1．調査対象国の選出 

2024 年時点で、国際栄養士連盟（ICDA：

International Confederation of Dietic Association）

に加盟している国（52 か国）から、日本語または

英語による情報収集が可能な国々を調査対象

とした。国連による世界地理区分より、アジア州

からは日本とフィリピン、アメリカ州からはアメリ

カ、アルゼンチン、ヨーロッパ州からはイギリス、

オセアニアからはオーストラリアを選出した。 

 

B-2．調査の方法 

ICDA に加盟し、登録栄養士（日本の場合の

管理栄養士に相当）の資格を認可している機関

および栄養士養成の実績のある各国の代表的

な大学の Web ページに公開されている情報か

ら、諸外国の栄養士養成に関わる基本情報なら

びに学士課程の提供カリキュラム情報を抽出・

整理した。諸外国の提供カリキュラム情報は、

各国の表記を参考に基礎科目と専門科目とに

区別して整理した。 

フィリピン、イギリス、オーストラリアに関して

は、Web 上に公開されている情報を抽出した。

3 か国の代表大学は、登録栄養士養成の認定

カリキュラムを提供しており、かつ養成の歴史が

長い大学や国家試験合格率が高い大学など、

登録栄養士養成の確かな実績が伴っている大

学とし、各国 2 大学ずつ選出した。フィリピンか

らはフィリピン大学ロスバニョス校とフィリピン大

学ディリマン校、イギリスからはサリー大学とリー

ズベケット大学、オーストラリアからはウーロンゴ

ン大学とクイーンズランド工科大学を代表大学

として選出した。 

アメリカに関しては、Web 上に公開されてい

る情報の抽出に加えて、登録栄養士養成プロ

グラム認可機関の担当者ならびに代表大学担

当教員への電子メールによる問合せを実施し

た。代表大学は、登録栄養士養成プログラム認

可機関の認定カリキュラムを提供し、プログラム

認可機関担当者の紹介を受けたケースウェスタ

ンリザーブ大学とテネシーテック大学を代表大

学として選出した。 

アルゼンチンは、母国語がスペイン語である

ため、日本在住でアルゼンチンの栄養士養成

大学卒業者（Ph.D.）の協力を得て、Web 上に公

開されている情報の英語への翻訳とオンライン

インタビューによって情報を抽出・整理した。代

表大学は、登録栄養士養成の歴史が長い大学

で登録栄養士養成の確かな実績が伴っている

ファバロロ大学とブエノスアイレス国立大学を代

表大学として選出した。 
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C. 結果 

C-1 フィリピンの事例 

C-1-1．フィリピンの登録栄養士の特徴 

フ ィ リ ピ ン の 登 録 栄 養 士 （ Registered 

Nutritionist-Dietitian: RND)養成に関連する基

本情報を表 2-1 に示した。フィリピン政府内の

Professional Regulation Commission （PRC）では

様々な国家資格の試験の実施やライセンスの

発行などを担っている。このホームページ記載

情報によると、フィリピンでは 1939 年頃より大学

で栄養学科の設立が開始され、1946 年に初め

て栄養に関する学士が授与された（厳密には、

家政学科の中の一部として栄養学が選択可能

となった）。最初の卒業生 5 名は、卒業後にアメ

リカに渡り臨地実習（Dietetic Internship）および

大学院に進学して栄養士となったことから、歴

史的な背景を含め、アメリカの影響が大きいと

考えられる 6）。アメリカなどと同様に、RND の資

格は 3 年ごとに更新する必要がある。更新の際

は、Continuing Professional Development（CPD）

と呼ばれる単位を最低限取得している必要があ

る。更新には、最低 CPD15 単位が必要となり、

その単位は、学会への参加や論文投稿など、

様々な活動が認められる。 

 

C-1-2．フィリピンの登録栄養士養成カリキュラ

ムの特徴 

 現在のフィリピンの RND 養成課程は、アメリカ

のものと類似するカリキュラムとなっていること

に加え、Commission on Dietetic Registration（ア

メリカ栄養士会の関連機関）と協定を結んでおり、

フィリピン国内の RND 養成課程を卒業すると、

条件を満たせばアメリカの登録栄養士資格取

得試験を受けることができ、合格すればアメリカ

の登録栄養士資格が取得できる 7）。このことから

も、フィリピン国内での RND 養成課程は、アメリ

カとほぼ同様の内容で、学生のレベルも同等で

あると考えられる。一方、大学に入学する際は、

各大学独自の入学試験を課しているため、どの

程度の理科の科目の基礎学力が保証されてい

るかについては不明であった。PRC が発表す

る国家試験合格者の養成機関リストを見ると、

2024 年は 49 校でコースが開講され、それぞれ

から国家試験の受験者があった。同年の結果

は、1,209 人中 843 人が合格したとの報告があ

った 8）。 

 フィリピンの代表大学（フィリピン大学ロスバニ

ョス校、フィリピン大学ディリマン校）の登録栄養

士養成カリキュラムで提供されている科目を表

2-2 に示した。今回調査した代表大学では入学

前教育に相当する取組は実施されていなかっ

た。基礎科目として提供されている科目におい

て、理科の科目の基礎学力を必要とする科目

は化学、生物、有機化学、生化学、遺伝学、生

理学などであり、日本と同様に専門科目を理解

するために必要な科目が提供されていた。また、

専門科目に関しても科目名称は異なるものの

教育されている内容は類似していた。その他の

科目の特徴として、「Ethics and Moral Reasoning 

in Everyday Life（モラルと倫理）」、「Critical 

Perspective in Communication（コミュニケーショ

ン学）」のような倫理観・価値観を養うような科目

や対人能力を高めるための科目などがあった。 

その他の特徴として、フィリピンでは、タガロ

グ語に加え英語も公用語とされていることから、

大学でも英語で授業が行われている場合が多

い。したがって、栄養学分野の教科書や参考書

などはアメリカのものを使用している例が多い。

そのため、学生の英語力は日本人学生の英語

力とは比べものにならないくらい高いことが想

像される。また、カリキュラム内に、英語によるア
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カデミックライティングコースなども組み込まれ

ていることが多く、英語による学術論文の執筆も

日本人と比べてハードルが低いと考えられる。

実際、大学が掲げるミッションとして、国際的に

活躍できる RND の育成を挙げている大学もあ

り、国内にとどまらず、海外でも活躍できるよう

な人材育成に力を入れていることが窺えた。 

 

C-2 アメリカの事例 

C-2-1．アメリカの登録栄養士の特徴 

 アメリカの登録栄養士（Registered Dietitian 

Nutritionist: RDN）養成に関連する基本情報を

表 3-1 に示した。RDN になるためには、

Accreditation Council for Education in Nutrition 

and Dietetics (ACEND)が認めた養成校のカリキ

ュラムを修了する必要がある。カリキュラムには、

Didactic Programs in Dietetics (DPD) 、

Coordinated Program in Dietetics (CP) 、

Graduate Program in Nutrition and Dietetic

（GPND）がある 9）。学部教育として RDN の受験

資格を得るための基礎科目と専門科目等で構

成されているプログラムは DPD であり、RDN 資

格に必要なインターンシッププログラム

（Dietetic Internships: DI)を受ける前に修了する

必要がある。また、2024 年 1 月から RDN の資

格取得試験を受験するための資格要件に修士

号（Graduate degree または Master degree）以上

の学位の取得が盛り込まれた 10）。大学院にお

ける専門教育内容に加えて、1000 時間の実習

が組み込まれた大学院カリキュラムであるCPも

54 校ですでに提供されており、主に学士課程

の RDN 養成プログラムとして提供されている

DPD と接続した養成教育がなされている。今後

は CP および GPND がアメリカの RDN 養成の

主軸カリキュラムとなることが予想される。また、

アメリカの特徴として、栄養士関連の連邦法は

存在せず、州ごとに定められている州法に細か

な規定が存在する。したがって、RDN として勤

務する場合は、勤務する州の州法に則ったライ

センスの取得が求められる。州によっては、ライ

センス取得試験が設けられている場合がある。

RDN は 5 年ごとの更新制であり、更新するため

には指定された内容（オンライン講座の受講、

学会発表、学術論文など）の単位を合計 75 単

位修得する必要がある。 

アメリカの RDN 養成カリキュラムは、2022 

ACEND Accreditation Standards に準じた認定

を受けた大学で提供されている。アメリカの一

般的な大学入学試験は、 SAT® （Scholastic 

Assessment Test ） /ACT® （ American College 

Testing）といった任意の共通学力試験の受験と、

各大学で設定されている小論文、推薦書などを

用いて実施される。2014 年の SAT の生物の出

題範囲は、日本の高校生物の学習内容と共通

するものが多いことが報告されている 11）。また、

近年の SAT の化学の出題範囲も日本の学習内

容と共通するものが多かった 12）。これらのことか

ら、アメリカの入学時の化学・生物の学習内容

は日本の高校卒業レベルに近いと判断できる。 

 

C-2-2．アメリカの登録栄養士養成カリキュラム

の特徴 

アメリカの認定代表大学（ケースウェスタンリ

ザーブ大学、テネシーテック大学）の RDN 養成

カリキュラムで提供されている科目を表 3-2 に

示した。今回調査した代表大学では入学前教

育に相当する取組は実施されていなかった。

各代表大学で提供されている学士課程におけ

る養成カリキュラムは DPD として ACEND に認

定されているものである。DPD カリキュラムの履

修要件に化学や生物の教養教育科目の履修

の有無を問う大学は少なく、DPD 内の基礎科目
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として化学や生物の基礎を学ぶ科目が設置さ

れている場合が多い。ケースウェスタンリザー

ブ大学の場合は、文系用、理系用のそれぞれ

のカリキュラムマップを提供しており、文理を問

わない DPD カリキュラムを提供していた。ケー

スウェスタンリザーブ大学、ならびにテネシーテ

ック大学ともに、化学、有機化学、生化学、解剖

学、生理学を中心とした基礎科目が提供されて

おり、専門科目の科目構成は日本のカリキュラ

ム構成と類似していた。いずれの科目も理科の

基礎学力を必要とされる科目で構成されていた。 

その他の科目の特徴として、「Psychology（心

理学）」、「Fundamentals of Communication（コミュ

ニケーション基礎）」などの対人能力を高めるた

めの科目が提供されていた。また、アメリカの研

究分野の教育内容は、研究手法や研究内容が

より実践的なものとなっており、アカデミックライ

ティングを含む学術的な手法だけでなく、研究

者としての基礎能力を養うための教育がなされ

ていた。一方、DPD カリキュラムは、DI に臨む

ための基礎的知識ならびにスキルを修得する

ものであり、RDN になるためには、さらに高度、

かつ専門的実践能力を身に付ける必要がある。 

 

C-3 アルゼンチンの事例 

C-3-1．アルゼンチンの登録栄養士の特徴 

アルゼンチンの登録栄養士（Licenciado en 

Nutrición）養成に関連する基本情報を表 4-1 に

示した。アルゼンチンの登録栄養士は、地域ご

との食文化や栄養ニーズを深く理解し、栄養の

知識を活用して国民の健康の維持・増進活動

に従事している。都市部では肥満や慢性疾患

への対応が重要視される一方で、農村部では

栄養不足や食料問題に対応するなど地域の特

性に応じた柔軟な栄養アプローチが登録栄養

士に求められている。栄養学は、1935 年にペド

ロエスクデロ医師（Dr. Pedro Escudero）によって、

ブエノスアイレス国立大学で南米初の学問とし

て設立された。栄養関連の法律が整備された

のが 1994 年であり、登録栄養士養成大学は現

在国内に 50 校ある 13）。登録栄養士養成大学に

入学する場合、国公立大学の場合は入学試験

がなく、志望すれば入学できる。一方で、初年

度教育の単位を取得しないと進級できないため、

卒業者数は入学者数をはるかに下回る。加え

て、国として整備した共通養成教育プログラム

の導入が 2023 年ということもあり 14）、現時点で

は50校ある登録栄養士養成大学の教育レベル

には格差があり、養成される登録栄養士の知識

や能力にも差がみられる。それゆえ、2023 年か

ら施行されている共通養成教育プログラムの導

入が推し進められている。登録栄養士資格を取

得するための国家試験はなく、Ministry of 

Health （Ministerio de Salud）が認定した登録栄

養士養成大学の卒業と同時に資格を取得でき

る。そのためには、養成大学で提供されている

全ての科目とインターンシップを修了する必要

がある。 

アルゼンチンでは栄養系の大学院に進学す

ることは一般的ではなく、病院での勤務を想定

した場合、登録栄養士資格取得後は、研修に

参加することが一般的である。Ministry of Health

に登録されている病院で栄養学の研修を受け

ることができ、この研修制度を利用するために

は試験に合格する必要がある 15）。以前は医療

従事者（医師、看護師、登録栄養士など）の資

格に対しては更新が必要な時期もあったが、現

在はアルゼンチンの登録栄養士の資格は日本

と同様に更新する必要はない。 

 

C-3-2．アルゼンチンの登録栄養士養成カリキ

ュラムの特徴 
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 アルゼンチンの認定代表大学（ファバロロ大

学、ブエノスアイレス国立大学）の登録栄養士

養成カリキュラムで提供されている科目を表 4-

2に示した。ブエノスアイレス国立大学では入学

試験が課されないため、学部履修期間が 5 年

に設定されており、理科の科目（化学・生物）を

含む教養教育レベルの教育内容は 1 年次に履

修し、2 年次以降から 4 年間かけて栄養学に関

連する基礎科目と専門科目を履修する仕組み

となっていた。履修期間が 4 年間と設定されて

いる大学では、入学前教育に相当する取組は

特に実施されていなかった。入学試験の内容

は不明であり、理科の基礎学力がどの程度保

証されているかについても不明であった。 

登録栄養士養成カリキュラムで提供されてい

る基礎科目としては、解剖学、食品学、生化学、

生理学を中心に提供されていた。専門科目に

関しては、概ね日本の科目構成と類似しており、

いずれの科目も理科の基礎学力を必要とされ

る科目で構成されていた。その他の科目の特

徴として、対人能力を高めるための科目として

「Human Relations and Ethics（人間関係と倫理）」

や「Nutrition Education and Communication（栄

養教育とコミュニケーション）」などの科目があっ

た 。 フ ァ バ ロ ロ 大 学 で は 、 「 Motivational 

Interviewing（動機付け面接法）」という特色ある

科目も開講されていた。また、母国語がスペイ

ン語であるアルゼンチンでは、英語の授業が充

実していた。 

アルゼンチンでは、多くの栄養学プログラム

が、病院、診療所、保健センター、その他の施

設でのインターンシップの期間を含んでいた。

これにより、学生は学んだことを実際の環境で

実践し、患者や医療専門職と交流し、実践的な

経験を積むことができる。インターンシップは大

きく 2 つの分野に分かれており、「栄養学にお

ける公衆衛生」では、栄養教育キャンペーン、

学校での介入プログラム、健康増進活動などの

地域プロジェクトに参加することができる。「臨

床とフードサービス」では、病院に配属され、病

院で資格を持った栄養士の指導を受けることが

でき、患者や医療スタッフと接し、将来のキャリ

アに不可欠な技術的・専門的スキルを身に付け

ることができる。 

 アルゼンチンと日本の間の顕著な教育環境

の違いの一つは、登録栄養士養成に特化した

学習教材の有無である。日本では、養成教育

のためにデザインされた専門的な教育リソース

（教科書や参考書）を利用することができるが、

アルゼンチンでは登録栄養士養成のための教

育リソースは限られている。そのため、学生の

多くは異分野の教育リソースに頼らなければな

らない。例えば、ブエノスアイレス国立大学の

生化学、解剖学、生理学の授業では、医学部

の教授が栄養学と関りの深い内容を教えており、

その学習内容を深めるために医学部で使用さ

れている書籍の活用が推奨されている。 

 アルゼンチンの登録栄養士養成大学で実施

されている研究活動の多くは、インターンシッ

プ期間中に取り組む実践研究であり、日本のよ

うに臨床栄養学、公衆衛生学、食品科学などを

テーマとした研究に従事する機会は少ない。し

かし、より実践的な研究プロジェクトに参加する

ことで、その成果を社会へと還元する能力を身

に付けた登録栄養士の養成がなされていた。 

 

C-4 イギリスの事例 

C-4-1．イギリスの登録栄養士の特徴 

 ヨーロッパの登録栄養士（Dietitian）は、少

なくとも学士レベルの教育を受け、根拠に基づ

いたアプローチを用いて、自律的に活動する

医療専門職であると定義されている 16）。その役
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割は、個人、家族、グループ、集団が、栄養的

に適切かつ安全で、美味しく、持続可能な食事

を提供あるいは選択できるように支援し、またラ

イフスパンを通して特定の栄養素の必要性を評

価し、これを指導や治療に反映させることとされ

ている。これにより、健康の維持、リスクの軽減、

回復、また緩和ケアにおける苦痛の軽減を図る

ことに繋げ、医療の枠を超えて、政府、産業、教

育、研究を通じて、すべての人の栄養改善を行

うことも役割とされている。したがって、ヨーロッ

パ全体における Dietitian は、医療職として明確

に位置付けられており、給食管理を担うより、根

拠に基づいた実践的で個別化した栄養学的助

言を提供することで健康の維持増進に寄与す

る役割を担っている。 

イギリスの Dietitian 養成に関連する基本情報

を表 5-1 に示した。イギリスでは Dietitian 養成

課程を修了すると Bachelor of Science with 

Honours（優等学士学位）が得られる。これは専

門的で高度な水準の学士の学位であり、通常

の Bachelor of Science（学士号）と区別される 17）。

また、イギリスでは、修士課程内で養成プログラ

ムを提供している養成校が 15校あり、学士課程

として養成プログラムを提供する養成校7校より

も多いことから、登録栄養士の養成には専門的

かつ高度な水準の教育が必要と考えていること

が窺えた。 

イギリスの Dietitian 養成大学に入学するため

には、生物および化学の GCE-A（General 

Certificate of Education Advanced Level）資格

（16〜18 歳・高校相当までの学習評価として実

施されるイギリスの一般的な大学共通入学資格）

を取得すること、ならびに志望動機や自己 PR

等を述べた小論文、推薦状を提出することで合

否審査が実施されている。生物および化学の

GCE-A 資格試験の内容は、日本の高等学校

における学習内容は含まれるものの、より発展

的な内容が含まれているため、イギリスの大学

に進学する者は、日本の高等学校卒業レベル

よりも高度な知識を備えていることが窺えた 18, 19）。

加えて、志願者は、16 歳の中等教育終了時に

受験する GCSE（中等教育修了一般資格）で英

語、数学、科学分野で優秀な成績を修めること

も求められている。したがって、大学入学時点

での一定の基礎学力レベルが保証されており、

義務教育から高校、大学への一貫した教育体

制が確立されていることも特徴の一つである。

イギリスの Dietitian 資格の認定機関は Health 

and Care Professions Council (HCPC) であり、

Dietitian 資格を維持するためには CPD の基準

に則り、継続的な能力開発を実践することで栄

養士資格が更新される。HCPC の監査は、2 年

ごとに実施され、監査までの間に CPD 基準を

満たし、かつ活動が記録されていることも更新

の条件となっている。 

 

C-4-2．イギリスの登録栄養士養成カリキュラム

の特徴 

イギリスの認定代表大学（サリー大学、リーズ

ベケット大学）の Dietitian 養成カリキュラムで提

供されている科目を表 5-2 に示した。今回調査

した代表大学では入学後の準備教育に相当す

る取組も実施されており、サリー大学では 1 年

間120 単位の Foundation year for biosciences を

提供していた 20)。A レベルの成績が求められる

水準に達していない場合は、学部教育に入る

前に 1 年間 Foundation year for biosciences で

生物学、化学、数学を学ぶものである。加えて、

実験やフィールドワーク、ディベートなどの形式

で主体的学習が行われることで高いアカデミッ

クスキルを身につけることができるプログラム構

成となっていた。サリー大学の他に、今回の調
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査代表校以外にも同様の入学後準備教育プロ

グラムを提供している大学が見受けられた（例：

カーディフ・メトロポリタン大学の Foundation 

Course）。 

イギリス栄養士会のカリキュラムフレームワー

クでは、実地演習の時間数として 1,000 時間以

上を確保すること、学術的学びと実践的学びを

統合できるようにすることが求められている 21）。

基礎科目として提供されている科目の多くが理

科の基礎学力を必要とする科目であり、化学・

生物に加えて、生理学や代謝学などの基礎科

目が提供されていた。専門科目に関しては、概

ね日本の科目構成と類似しており、いずれの科

目も理科の科目（化学・生物）の基礎学力を必

要とされる科目で構成されていた。サリー大学、

リーズベケット大学ともに、専門科目数が多く、

基礎科目の習得に要する時間数の約 2 倍の時

間が専門科目の習得に当てられていた。また、

専門科目の内容は一般的な栄養学の知識や技

術にとどまらず、コミュニケーション能力などの

専門職として求められる総合的実践力を身に

つける科目、プロフェッショナリズムやケアの質

の評価・改善プロセスを学ぶ科目など、多岐に

わたっていた。また、Dietitian として自立して働

くための総合的な資質を身につけるための教

育プログラムとなるように配慮されており、専門

職としての価値観、倫理観、行動指針等の習得

が含まれている科目構成であった 21）。 

今回調査対象とした 2 大学はともに、1 年次

から実地演習がカリキュラムに組み込まれてい

た。教育課程を通じて複数回の実地演習に分

割して計画されているため、学習の進行に応じ

た実践の場が提供されており、理論と実践の統

合がしやすいカリキュラムとなっていた。 

Dietitian という医療専門職としての使命感や

アイデンティティを認識し、質の高い栄養ケアを

提供し続ける基盤資質の形成に加えて、高い

専門性と実践力を兼ね備えた登録栄養士の養

成に寄与していると考えられた。 

 

C-5 オーストラリアの事例 

C-5-1．オーストラリアの登録栄養士の特徴 

オーストラリアの登録栄養士（Accredited 

Practising Dietitian: APD)養成に関連する基本

情報を表 6-1 に示した。オーストラリアの APD

には法的な登録制度はないが、Dietitians 

Australia（DA）の正会員として登録する必要が

ある 22）。DA の正会員になるためには DA が認

定する学士課程あるいは修士課程の認定プロ

グラムを修了し、かつ APD 養成プログラムを修

了する必要がある。APD 資格には、規定のプロ

グラムを修了した APD と、APD として少なくとも

5 年間の経験を積んだ後の Advanced APD

（AdvAPD）の 2 種がある。いずれも専門的な栄

養と食事に関するアドバイスを提供する資格と

能力を有すると認められた栄養学の専門職とし

て活躍できる。APD になるためには、National 

competency standards for Dietitian に掲載されて

いる幅広い知識や能力を学修できる認定教育

機関における認定カリキュラムを修了する必要

がある 23）。オーストラリア国内では 19 大学が認

定されている。そのうち学士課程プログラムの

みを提供しているのは 4 大学である。また、12

大学は大学院課程のプログラムのみを提供し

ており、残りの 3 大学は、学士課程と大学院課

程の両方のプログラムを提供している。 

DA の認定プログラムを提供している教育機

関に入学するためには高校の成績等から算出

された ATAR（Australian Tertiary Admission 

Rank）に加えて、小論文などそれぞれの大学で

実施される入学試験に合格する必要がある。

ATAR の化学ならびに生物のシラバス（Year11
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～Year12）を見てみると日本の高等学校卒業レ

ベルと同等か、それ以上の知識を学修している

と思われる 24）。ATAR のスコアは高校の成績等

から算出されるため、平均的 ATAR スコアは 70

程度とされており、それを上回る条件の大学へ

入学した者は、平均以上の基礎学力を有して

いると判断できる。オーストラリアでは、日本の

国家試験に相当する試験はないものの、APD

は、栄養のプロフェッショナルとしての知識や

能力を十分に兼ね備えており、DA が用意して

いる生涯教育プログラムを通して、先端栄養学

の知識を社会に還元することができる専門職と

して重要な役割を果たしている。オーストラリア

の APD 資格を維持するためには、毎年 30 時

間の CPD の実施と記録が必要となる。 

 

C-5-2．オーストラリアの登録栄養士養成カリキ

ュラムの特徴 

オーストラリアの代表大学（ウーロンゴン大学、

クイーンズランド工科大学）の APD 養成カリキュ

ラムで提供されている科目を表 6-2 に示した。

オーストラリアの APD 養成コースの入学時に求

められる ATAR スコアは、70 から 90 半ばであ

り、代表代学のウーロンゴン大学とクイーンズラ

ンド工科大学の ATAR スコアの基準は 90 以上

であった。このことから、APD 養成コースに入学

した者は、平均以上の基礎学力が保証された

者であると判断できる。また、一般に、オースト

ラリアでAPD養成校に入学するためには、数学、

化学、生物、そして英語が母国語ではない場合

は英語を習得していることが求められている 25）。

ウーロンゴン大学でも、事前に数学と科学分野

から 2 科目（化学・生物を推奨）を学んでいるこ

とが入学要件となっている。一方、化学・生物を

学んでいない場合には、「Bridging courses」とい

う入学前の事前学習コースで学ぶことが推奨さ

れていた。このコースは、入学予定者には無料

で提供されており、おもにアカデミックスキル、

化学、生物、数学、物理が学べるような入学前

教育が提供されていた 26)。「Bridging courses」は、

復習の目的でも利用することができ、入学後の

理科の科目の基礎知識の補填や強化も図るこ

とができるよう工夫されていた。ウーロンゴン大

学とクイーンズランド工科大学において基礎科

目として提供されている科目は、化学、生物、

解剖学、食品学であった。いずれも理科の基礎

学力を基盤とした科目であり、それらを履修後

に、食品と栄養に関する専門科目へと移行する

構成となっていた。3 年次以降は実践能力の向

上に繋がる、より実践的な科目（栄養療法、臨

地実習など）が用意されており、専門科目の構

成は、概ね日本の認定カリキュラムに類似して

いた。一方、研究に関しては、基礎的な研究か

ら実践的な研究に至るまでの研究活動に従事

する時間が十分に確保されており、研究者とし

て活躍するためのノウハウの習得にも手厚いサ

ポートがなされていた。 

 

D. 考察 

 本報告は、調査対象国における登録栄養士

養成に関わる情報を整理すると共に、各国で提

供されている登録栄養士養成カリキュラムの科

目と日本の管理栄養士養成大学で提供されて

いる教育内容の類似性や差異についての情報

を整理した。その結果、各国で提供されている

登録栄養士カリキュラムにおいて理科の科目

（化学・生物）の基礎学力を必要とする科目が多

くを占めており、高度な知識と能力を有した登

録栄養士を養成するためには、入学前あるい

は入学後の化学・生物の基礎学力の補填が重

要となることが分かった。 

 ICDA に加盟している調査対象国（日本、フィ
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リピン、アメリカ、アルゼンチン、イギリス、オー

ストラリア）のいずれも、日本の管理栄養士と類

似の専門的な資格が整備されており、然るべき

機関が定める養成のカリキュラムを満たし、当

該機関に認可された養成大学において、養成

のカリキュラムに準じた高度かつ専門的な養成

教育がなされていることが分かった。調査対象

国の栄養士の専門性に関しては、各国で養成

の方向性が異なることも明らかとなった。医療分

野での医療専門職としての活躍を想定した養

成教育を実施しているのはフィリピン、アメリカ、

イギリス、オーストラリアであり、アルゼンチンの

場合は医療分野だけでなく、地域栄養や福祉

栄養、学校栄養など医療分野以外でも活躍で

きる登録栄養士の養成が実施されていた。また、

今回調査した諸外国の場合は、総人口当たり

の養成校数が日本に比べて少なかった。 

 各国の登録栄養士養成カリキュラムの基盤と

なる科目の多くが理科の科目（化学・生物）の知

識を必要とする科目群で構成されていた。この

ことから、高度な知識と能力を兼ね備えた登録

栄養士を養成するためには、養成大学へ入学

する前と入学した後の理科の科目の習熟レベ

ルが重要となる。フィリピンとアルゼンチン以外

の調査対象国では、養成大学に入学する際に

は共通学力試験の実施、または任意の共通学

力試験成績の提出、あるいは共通入学資格の

取得が課されており、高等学校卒業レベルとい

う一定の基準を満たした者が栄養に関する専

門的な教育を受けることができる大学に進学し

ていた。一方で、諸外国では入学前教育という

形で理科の科目の学習を実施している大学は

多くなく、入学後の基礎科目としての位置付け

で登録栄養士として必要な化学・生物の基礎知

識を補填している大学がほとんどであった。理

科の科目の習熟レベルは国ごとに異なることが

予想されるが、少なくとも日本の場合は高等学

校学習指導要領に定められている一定量の知

識は保有していることが管理栄養士養成大学

への入学の前提となっている。しかし、各養成

大学が実施している入試の多様化に伴い、一

定の知識の保有が保証されない場合も想定さ

れる。そのため、入学後に日本の管理栄養士

養成の教育内容を理解できる程度の理科の科

目（特に、化学・生物）の習熟度を高める工夫が

必要となる。 

登録栄養士養成の潮流として、アメリカでは、

2024 年 1 月から RDN 資格の取得条件に修士

号が必須となった 7)。この流れはアメリカが最初

というわけではなく、世界中で広がりを見せて

おり、フィンランド、アイスランド、ニュージーラ

ンド、ノルウェーなどの Clinical Dietitian につい

ては、すでに修士号の学位が必須とされている

27）。登録栄養士の資格の取得要件として大学院

教育を必須とする国は今後も増えていくと予想

される。したがって、登録栄養士の専門職として

の学術レベルは世界的に向上していくものと考

えられる。 

日本の管理栄養士に求められる専門職とし

ての知識や能力は、管理栄養士養成大学にお

いて培われる。その基盤を支えるための化学

や生物の基礎学力の補填は、専門基礎分野の

修得を介して専門分野の理解度を向上させるこ

とに繋がる。それらの知識を活用した上で、実

践力を強化することができれば、国民の健康を

支えるための専門職としての活躍の場を広げる

ことができる。併せて、主体的な研究活動を通

してその成果を社会へと還元するために、科学

的根拠に基づいた論理的思考力の涵養も必要

となる。そのためには、今まで以上に入学後の

基礎学力（特に化学や生物などの理科の科目）

の向上に注力する必要性が示唆された。 
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E. 結論 

大学入学時に基礎学力の習熟度を客観的に

評価するための共通学力試験や共通入学資格

の取得を実施している国は、日本、アメリカ、イ

ギリス、オーストラリアであった。しかし、日本の

場合は、学力試験が課されない入試方法で入

学する者の割合が増加しており、一定の基礎学

力が保証されていない学生を対象とした入学

後教育の必要性が言われている。アルゼンチ

ンを除いて、今回調査した諸外国の代表大学

で提供されている登録栄養士養成カリキュラム

では、基礎科目として栄養学を理解するための

教養教育レベルの化学・生物の科目が提供さ

れており、専門科目の理解度を高めるための積

み上げ式学習スキームが構築されていた。専

門科目に関しては、日本の管理栄養士養成教

育と諸外国の登録栄養士養成教育の教育内容

に大きな違いは見られなかった。日本を含めて

登録栄養士養成カリキュラムで提供されている

科目において、化学・生物の基礎学力を必要と

する科目が多くを占め、それらの科目の基礎学

力の向上が専門科目の理解に影響することが

示唆された。 
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